
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画） 

［2022年度（令和４年度）実行計画］ 



 

本市は、2022年３月に、2030年までのまちづくりの指針となる「あかしＳＤＧｓ推進計画（明石

市第６次長期総合計画）」を策定しました。この計画では、目指すまちの姿として「ＳＤＧｓ未来

安心都市・明石 ～いつまでも すべての人に やさしいまちを みんなで～」を掲げ、これまで

のまちづくりを基礎としつつ、ＳＤＧｓの考え方をまちづくりの基軸として位置付け、将来にわた

り、誰もが安心して住みたい、住み続けたいと思うまちの実現を目指すこととしています。 

また、あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画）の方向性に基づき、優先的に取り

組む施策や各分野の主な施策を定めた「あかしＳＤＧｓ前期戦略計画（明石市まち・ひと・しごと

創生総合戦略（第２期））では、施策展開の５つの柱を設定し、重点的な施策を展開するとともに、

５つの柱がバランスよく、相互に作用して相乗効果が生まれるように取り組むこととしています。 

また、これらの取組が着実に推進するための効率的・効果的な行政運営を定めています。 

ここでは、施策展開の柱に沿った令和４年度の主な取り組みを紹介します。 

あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画）及び 
あかしＳＤＧｓ前期戦略計画（明石市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期））の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策展開の５つの柱 

１ 豊かな自然と共生し、暮らしの質を高める 

２ 笑顔あふれる共生社会（インクルーシブ社会）をつくる 

３ こどもの育ちをまちのみんなで支える 

４ 安全・安心を支える生活基盤を強化する 
あ 
５ まちの魅力を高め、活力と交流を生み出す 

 
まちづくりの方向性 

 

ＳＤＧｓ未来安心都市・明石 

～いつまでも すべての人に やさしいまちを みんなで～ 
 

2030年のあるべき姿 

１ ＳＤＧｓの更なる推進     ２ 持続可能で自立した行政経営 

効率的・効果的な行政運営 

   すべての人が助け合い 
安心して暮らせるまち 

にぎわいと活力が持続 
するまち 

   人にも自然にも地球にも 
   やさしいまち 

2030年度の目標 

  ①住みやすいと思う人の割合：100％   ②人口：30万人の維持 

環境 

経済 

社会 

・主要施策 
・ＫＰＩ 
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～ 目次 ～ 

 

① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 

1 拡充 

新型コロナウイルス感染症対策の強化 

  ・発熱等診療・検査医療機関の拡充 

  ・高齢者施設新規入所者への PCR検査 

  ・早期介入による早期治療 

  ・専用相談ダイヤルの設置         など 

戦略の柱４ P.6 

2 拡充 新型コロナウイルスワクチン接種 戦略の柱４ P.7 

3 拡充 新型コロナウイルス感染症に対応した多様な避難所の確保 戦略の柱４ P.7 

4 継続 
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業

等の実施 
戦略の柱４ P.8 

5 継続 こども夢応援プロジェクト事業の拡充 戦略の柱３ P.9 

6 継続 こども食堂への支援 戦略の柱３ P.9 

7 新規 あかし生活・地域経済応援キャンペーン 戦略の柱５ P.10 

8 拡充 若年層をターゲットとした自殺対策の強化 戦略の柱２ P.10 

9 拡充 ひきこもり相談支援の充実 戦略の柱２ P.11 

10 拡充 自治体ＤＸ（デジタル改革）の推進 
効率的・効果的な行政

運営 
P.11 

11 新規 各種証明書コンビニ交付の導入 
効率的・効果的な行政

運営 
P.12 

12 新規 スマホ、スマートウォッチを活用した健康管理 戦略の柱２ P.12 

 

② すべての人にやさしいまちづくり 

13 拡充 ＳＤＧｓの推進（助成金制度の創設） 
効率的・効果的な行政

運営 
P.13 

14 新規 ジェンダー平等の実現に向けた取組 戦略の柱２ P.14 

15 拡充 生理用品サポート事業「きんもくせいプロジェクト」の拡充 戦略の柱２ P.15 

16 拡充 インクルーシブ施策の推進 戦略の柱２ P.16 

17 拡充 ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策の推進 戦略の柱２ P.17 

18 拡充 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 戦略の柱２ P.18 

19 継続 
鉄道施設のバリアフリー化 

（ホームドア設置、踏切の安全対策） 
戦略の柱２ P.19 

20 継続 高齢者・障害者のための総合的な施設整備の促進 戦略の柱２ P.20 

21 拡充 福祉人材の確保・育成等による福祉サービスの質の向上 戦略の柱２ P.20 

22 新規 明石商業高等学校福祉科の創設 戦略の柱２ P.21 

23 拡充 認知症あんしんプロジェクトの推進 戦略の柱２ P.22 

24 拡充 高齢者ふれあいの里のリニューアル 戦略の柱２ P.23 

25 拡充 地域総合支援センター等における支援体制の充実 戦略の柱２ P.23 

26 継続 旧優生保護法被害者への支援 戦略の柱２ P.24 

27 継続 障害者優待乗車制度（バス優待乗車券等）の実施 戦略の柱２ P.24 

28 新規 ゆりかご園への指定管理者制度の導入 戦略の柱２ P.25 

29 拡充 ヤングケアラーへの支援強化 戦略の柱２ P.25 

30 拡充 ＤＶのない社会に向けた施策の更なる推進 戦略の柱２ P.26 
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③ こどもを核としたまちづくり 

31 拡充 学校教育における ICT化の推進 戦略の柱３ P.27 

32 拡充 個々の特性に応じた特別支援教育の充実 戦略の柱３ P.27 

33 拡充 不登校児童生徒への支援強化（朝霧もくせい教室の整備） 戦略の柱３ P.28 

34 継続 学校給食の充実 戦略の柱３ P.28 

35 拡充 放課後児童クラブの充実 戦略の柱３ P.28 

36 継続 待機児童対策 戦略の柱３ P.29 

37 拡充 幼稚園３歳児枠の拡充 戦略の柱３ P.29 

38 拡充 
幼児教育・保育の無料化施策の拡充 

（使用済み紙おむつの持ち帰り廃止） 
戦略の柱３ P.30 

39 新規 親子のための保護者サポートモデル事業の実施 戦略の柱３ P.30 

40 拡充 こども総合支援の拡充（あかしこども財団の体制強化等） 戦略の柱３ P.31 

41 拡充 あかし里親 100%プロジェクトの推進 戦略の柱３ P.31 

42 拡充 こども養育支援策の拡充 戦略の柱３ P.32 

 

④ 人にも自然にもやさしいまちづくり 

43 拡充 

豊かな海づくりの推進 

 ・全国豊かな海づくり大会の開催 

 ・ため池のかいぼり 

 ・下水処理場での栄養塩管理運転 

 ・漁業者と連携した海洋ごみの処分    など 

戦略の柱１ 

戦略の柱５ 
P.33 

44 継続 気候非常事態宣言の周知・啓発（マイボトルの普及推進等） 戦略の柱１ P.34 

45 新規 脱炭素社会実現に向けた調査・計画策定 戦略の柱１ P.34 

46 拡充 再生可能エネルギー活用の推進 戦略の柱１ P.34 

47 新規 教育施設等での照明設備のＬＥＤ化の推進 戦略の柱１ P.35 

48 新規 粗大ごみ収集のインターネット受付システムの導入 戦略の柱１ P.35 

49 新規 まちの魅力を高めるための自転車の活用 戦略の柱５ P.36 

50 継続 17号池魚住みんな公園の整備 戦略の柱１ P.36 

 

⑤ 安全・安心のまちづくり 

51 継続 市役所新庁舎整備に向けた取組 戦略の柱４ P.37 

52 新規 消防機能の強化 戦略の柱４ P.37 

53 拡充 消防団員の処遇改善 戦略の柱４ P.38 

54 新規 安全安心な魅力ある海岸利用の創出 戦略の柱４ P.38 

55 拡充 安全で利便性の高い幹線道路の整備（山手環状線・江井ヶ島松陰新田線） 戦略の柱４ P.39 

56 新規 安全な道路維持のための道路通報システムの運用 戦略の柱４ P.39 

57 継続 ハザードマップの改訂と全戸配付 戦略の柱４ P.40 

58 拡充 災害時要配慮者に対する個別支援計画の作成 戦略の柱４ P.40 

59 拡充 市民ニーズに応じた多様な福祉避難所の確保 戦略の柱４ P.41 

60 新規 防犯カメラのネットワーク化 戦略の柱４ P.41 

61 拡充 安全安心な水道水の供給に向けた水源の確保 戦略の柱４ P.42 

62 新規 吹付けアスベスト除去等補助制度の創設 戦略の柱４ P.42 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 

63 拡充 本のまち明石の推進 戦略の柱５ P.43 

64 新規 プラネタリウム生誕１００周年プレイベント 戦略の柱５ P.44 

65 拡充 地域資源を活かした文化観光施策の充実 戦略の柱５ P.44 

66 拡充 障害者や外国人に対する生涯学習の推進 戦略の柱２ P.45 

67 継続 西明石地区活性化に向けた取組 戦略の柱５ P.45 

68 継続 市内全域の均衡ある発展に向けた取組 戦略の柱５ P.46 

69 継続 明石市公設地方卸売市場のあり方の検討 戦略の柱５ P.47 

70 拡充 住宅リフォーム費用助成の拡充 戦略の柱５ P.47 

71 新規 農業経営・新規就農者への支援 戦略の柱５ P.48 
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ＳＤＧｓ １７の目標 
 

 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を

促進する。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機

会を促進する。 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。 

 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのア

クセスを確保する。 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する。 

 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促

進及びイノベーションの推進を図る。 
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各国内及び各国間の不平等を是正する。 

 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実

現する。 

 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用す

る。 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、

砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失

を阻止する。 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司

法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のあ

る包摂的な制度を構築する。 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する。 
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新年度の主な取組 

 
① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

1 新型コロナウイ

ルス感染症対策

の強化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、さ

らなる医療提供体制の充実や効率的な運用などにより、重
症者から軽症者まで病状に応じた迅速な対応に取り組む。 

 
【事業の内容】 
 〇かかりつけ医がない場合や相談先がわからない場合など

に、専用の相談ダイヤルで市民からの相談に対応する。 
〇明石市医師会や市内医療機関の協力を得ながら、発熱等
診療・検査医療機関を拡充し、迅速な受診調整により、
陽性者の早期発見、早期治療につなげる。 

 （2021年末現在、84か所） 
また、感染症病床の増床や後方支援病院、陽性者の診察・
検査を行う医療機関を拡充し、兵庫県と連携しながら、
医療システムの効率的な運用に努める。 

〇高齢者施設の新規入所者及びショートステイ利用者のう
ち、希望者に対しＰＣＲ検査を実施する。 

〇陽性者発生時には、重症化を防ぐため、陽性者に早期介
入して、早期治療につなげるとともに、適切な療養の調
整を図る。また、積極的疫学調査や戦略的なＰＣＲ検査
の実施などを通じてクラスター発生の未然防止や、その
拡大防止に取り組む。 

〇福祉施設等においてクラスターが発生した場合には、庁
内外関係機関と連携し、人的支援等を行う。 

〇検査費用に係る自己負担分や患者が入院した際の医療費
を公費負担する。 

〇自宅療養者等へのファーストコンタクトの確実な実施や
フォローアップ体制を強化する。 
・レトルト食品や飲料水などの食料品や消毒薬やマスク
等の衛生資材を配布する。 

 ・患者の健康状態を把握するため、ＷＥＢや自動架電を
利用した健康観察ツールを利用することで、患者の健
康状態の変化を早期に把握し、適切な対応へつなげる。 

・看護師による訪問や保健所医師及び市内医療機関の医
師による往診の実施。 

・必要に応じて、パルスオキシメーターや血圧計、酸素
濃縮器の貸し出しを行うとともにステロイド等の薬を
処方する。 

・症状悪化時は、市内医療機関や兵庫県と連携し、迅速
に入院調整を行う。 

〇相談ダイヤルにて新型コロナウイルス感染症の後遺症に
対する相談を実施し、情報提供や相談内容の充実化を図
るとともに、市内医療機関や関係機関と連携し、必要に
応じて、受診調整を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

保健予防課 

  141,186 

 

 

 

国・県 109,680 
起 債 0 
その他 0 
一般  31,506 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

2 新型コロナウイ

ルスワクチン接

種 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  新型コロナウイルスの感染拡大防止及び重症化予防を図

るため、ワクチンの接種を希望する市民に、速やかに、ま
た、安心して接種できる機会を提供する。 

 
【事業の内容】 
 〇３回目接種 

・対  象：２回目接種を受けた18歳以上の市民 
・接種間隔：２回目接種から６か月（高齢者）、または 
      ７か月（64歳以下）経過後 

※2022年２月10日までは、７か月（高齢者）
または８か月（64歳以下）経過後 

・開始時期：一般（高齢者から）2022年２月１日 
・そ の 他：障害などにより他の会場で接種が難しい人

を対象に特設会場（市民病院）で実施 
（対象：同病院で１・２回目の接種をした人、

時期：2022年２月下旬～３月下旬） 
○１～２回目接種 
・対  象：12歳以上の市民  

※５～11歳は2022年３月以降実施予定 
 ○共通 
  ・実施期間：2022年９月末まで 
  ・会  場：個別接種（市内医療機関） 

集団接種（市民広場、保健所） 
  ・医療機関に対する市独自の財政支援： 

個別接種について土曜日を休日並みの接種単価に引
き上げ（診療時間内2,070円・診療時間外2,800円→い
ずれも4,200円へ） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

コロナワクチン 

対策室 

1,698,497 

 

 

 

国・県 1,635,497 
起 債 0 
その他 0 
一般 63,000 

3 新型コロナウイ

ルス感染症に対

応した多様な避

難所の確保 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍の災害発生時においても、多様な避難形態を確

保し、適切に避難行動ができる体制を整えるため、避難所
用物資の充実や新たな避難所の確保を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇避難所における感染症対策として、間仕切りテントや床

面から一定の高さを確保するための簡易ベッドの備蓄を
進める。 

 〇指定避難所以外の施設や車中避難先としての駐車場、市
内のホテルや宿泊可能な施設など多様な避難先の拡充を
進める。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

総合安全対策室 

1,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,000 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

4 新型コロナウイ

ルス感染症生活

困窮者自立支援

金支給事業等の

実施 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
 新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い、最低限度の
生活を維持することができなくなる恐れのある方につい
て、生活困窮状態から早期に自立できるよう支援を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 
  ・都道府県社会福祉協議会が実施する総合支援資金の特

例貸付を終了した世帯等に対し、３か月間、世帯人数
に応じた支援金を支給する。 

 〇住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金 
  ・住民税非課税世帯や令和３年１月以降に新型コロナウ

イルス感染症の影響で、家計急変があった世帯を支援
するため、１世帯あたり10万円の臨時特別給付金を支
給する。 

  ・総事業費：4,385,000千円（国100%） 
 〇生活再建支援担当窓口の相談・支援の人員体制の確保 
  ・新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い増加する生

活困窮に関する相談に対応するため、生活再建支援担
当窓口における相談・支援の人員体制を確保する。 

 
 
 2019年度 2020年度 2021年 

４月～12月 
新型コロナウイルス感染

症生活困窮者自立支援金 

新規相談件数 

   
528 

※7月事業開始 

新型コロナウイルス感染

症生活困窮者自立支援金 

支給決定件数 

   
81 

※7月事業開始 
生活困窮者自立相談支援

事業 

新規相談件数 

 
272 

 
1,341 

 
941 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

生活福祉課 

4,410,625 

 

 

 

 

 

国・県 4,410,306 
起 債 0 
その他 0 
一般 319 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

5 こども夢応援プ

ロジェクト事業

の拡充 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  親の意思や経済的状況に依拠せず、自らの意思で安心し

て夢に向かうことができるよう、高等学校進学に向けた給
付型奨学金の給付を行うとともに、学習・生活のサポート
を行い、社会全体でこどもの育ちを応援する。 

 
【事業の内容】 
 〇給付型奨学金の支給 

①入学準備金 30万円（上限） 
・高校入学に際して必要となる費用 
（入学金、施設設備費、制服代、教科書代など） 

②在学時支援金 毎月１万円（原則３年間） 
・高校在学中に必要となる費用 
（クラブ活動費、学用品費、通学費など） 

○奨学生を対象とした学習・生活サポート 
①学習支援 
・高校入試に向けた学習・相談支援 

②学校生活支援 
・専門の相談役（チューター）による、高校進学後の 
学校生活や日常生活の相談支援 

〇2022年度の募集人数 
・200名程度 

〇募集要件 
・経済面や家庭環境等により高校進学が困難な人で、次 
のア～ウすべてに該当する人 
ア 2023年４月に高等学校等に進学予定 
イ 2002年４月２日以降に生まれた人（＝20歳未満） 
ウ 本人又は本人と生計を一にする家族が市内に在住 

〇奨学生の選定方法 
・家庭状況や世帯の収入などを総合的に判断し、奨学金 
の必要性が高い人を選定 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

児童福祉課 

122,390 

 

 

 

国・県 9,500 
起 債 0 
その他 0 
一般 112,890 

6 こども食堂への

支援 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍において、こども食堂の安定的な運営と地域に

おける交流・支え合い活動の促進を図るために、実情に応
じた運営助成を行う。 

 
【事業の内容】 

〇実情に応じた運営助成 
・テイクアウト方式を含め１回開催あたり上限３万円 

〇心理士等専門職との連携 
〇こども食堂運営者を対象とした研修会の開催 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

子育て支援課 

22,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 18,583 
一般 3,417 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

7 あかし生活・地域

経済応援キャン

ペーン 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
コロナ禍における市民への生活支援及び地域経済の活性

化を図るため、あかし生活・地域経済応援キャンペーンを
実施する。 

 
【事業の内容】 
 〇「新しい生活様式」として推奨されている非接触型のキ

ャッシュレス決済によるポイント還元事業などを含めた
効果的な事業手法を検討した上で実施する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

産業政策課 

300,000 

 
 

国・県 300,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 

8 若年層をターゲ

ットとした自殺

対策の強化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍において、誰も自殺に追い込まれることのない

やさしいまちの実現のため、相談体制の充実を図るととも
に、自殺予防ゲートキーパーの育成のほか、インターネッ
トを活用した支援策の情報提供を行うなど若年層の自殺予
防に向けた取組を強化する。 

 
【事業の内容】 
 ○相談体制の拡充 
  ・精神保健福祉士など専門職の配置を充実し、支援の質  

と専門性向上を図る。（16名→19名） 
 ○自殺未遂者への支援の充実 
  ・消防局や救急病院との連携を強化し、自殺未遂者と家

族などに早期支援を行うことにより再企図を予防す
る。 

○自殺予防ゲートキーパー研修会の拡充 
 ・自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞

き、見守る「ゲートキーパー」の役割を担う人材の養
成を行う。（10回程度） 

〇インターネット検索連動型広告の実施 
・明石市内において、インターネット上で自殺に関連す
る言葉が検索された場合に、相談窓口等を画面に表示
し、相談につなげる。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

相談支援課 

2,091 

 

 

 

国・県 1,244 
起 債 0 
その他 0 
一般 847 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

9 ひきこもり相談

支援の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍において、ひきこもりの当事者や家族の抱える

生きづらさに寄り添いきめ細かい支援を行うため、新たに
中核市への設置が認められた「ひきこもり地域支援センタ
ー」を整備し、専門職の加配を行うとともに、様々な要因
や年齢層に応じた支援を行うため関係機関によるネットワ
ークの構築や地域づくりを行い、ひきこもり支援体制の充
実を図る。 

 
【事業の内容】 
 ○ひきこもり地域支援センターの設置 
  ・専門相談窓口として、医療・心理・福祉など多職種の

チームアプローチによる相談支援の実施 
・関係機関への後方支援、ネットワークの構築、情報発
信などを総合的に実施 

〇ひきこもり専門相談 
・「ひきこもり専門相談ダイヤル」「ひきこもり専門Ｗｅ
ｂ相談」の設置 

・Ｗｅｂ会議システムを活用したオンライン相談の実施 
・来所相談やアウトリーチ(訪問)による継続相談の実施 

〇安心できる居場所づくり 
・当事者が社会参加するための第一歩となる多様な役割
を持つ居場所の開設（２か所→４か所） 

〇ネットワークづくり 
・関係機関ネットワーク会議の開催 

〇家族支援の強化 
・家族相談や家族教室の実施、家族向けパンフレットの
作成 

○当事者向け学習会の開催 
・ＳＳＴ（生活技能訓練)の手法を活用した当事者向け学

習会等開催（12回程度） 
〇地域づくり支援 
・市民等を対象としたひきこもりサポーター養成講座や 
出前講座の実施（２回） 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

     

相談支援課 

6,814 

 

 
 

国・県 10,311 
起 債 0 
その他 0 
一般 -3,497 

10 自治体ＤＸ（デジ

タル改革）の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ウィズコロナ社会を見据え、デジタル技術の活用で、行

政サービスをより便利により早く市民に提供するととも
に、業務の効率化を図り人的資源のさらなる有効活用を図
るため、自治体ＤＸ（デジタル改革）を推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇庁内業務のデジタル化 

・現行の紙文書を中心とした業務体系を電子データ中心
に置き換えていくため、公文書の電子化や電子決裁の
導入に向けた取り組みを進める。 

 〇電子申請の推進 
・行政手続のオンライン化のための基盤整備を行う。 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

   

総務課 

情報管理課 

50,542 

 

 

 

国・県 12,500 
起 債 0 
その他 0 
一般 38,042 
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① 新型コロナウイルス感染症対策と生活支援 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

11 各種証明書コン

ビニ交付の導入 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  市民の利便性の向上を図るため、夜間や休日でも、全国

のコンビニエンスストアで住民票等の証明書を取得できる
ようシステムを導入する。 

 
【事業の内容】 
 〇住民票の写し、印鑑登録証明書、所得証明を対象として

コンビニ交付を開始する。 
  ・導 入 時 期：2022年10月 

・交付手数料：100円（参考 窓口交付：300円） 
〇コンビニ交付導入に合わせて、行政窓口やコンビニ交付
を利用できない方に対するサービスとして、各種証明書
の宅配サービスの開始。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

市民課 

市民税課 

43,911 

国・県 0 
起 債 0 
その他 1,100 
一般 42,811 

12 スマホ、スマート

ウォッチを活用

した健康管理 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
特定健診の結果により生活習慣病のハイリスク者に該当

する方を対象に、より効果的に生活習慣及び健康状態の改善
を目指すため、ＩＣＴ（スマホやスマートウォッチ）を活用
したデータ分析に基づく保健指導等を行う。 

 
【事業の内容】 

健康管理アプリに記録された参加者の日々の歩数、睡眠、
食事内容等の健康データを自身で管理し、健康に対する意
識を高めつつ、アプリ内のＡＩからのアドバイスに加え、
保健師や栄養士など専門職からの定期的な生活習慣の改善
につながる情報の提供や個別の保健指導を行う。 

 〇対象者：2021年度以降に集団検診で特定健診を受診した 
人のうち特定保健指導対象者（50人） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

保健予防課 

国民健康保険課 

825 

 

 

 

国・県 825 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

13 ＳＤＧｓの推進 

（助成金制度の

創設） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  （仮称）あかしＳＤＧｓ推進計画（第６次長期総合計画）

策定を契機として、今後より一層、パートナーシップによ
るまちづくりの推進を図るため、地域や市民団体・教育機
関・事業者等におけるＳＤＧｓの積極的な取組みを促進・
支援する仕組みとして、新たに助成金制度「ＳＤＧｓ推進
助成金」を創設する。 

 
【事業の内容】 
 〇ＳＤＧｓ推進助成金制度の概要 

・対象：ＳＤＧｓパートナーズ登録団体（既存を含む） 
・助成額：最大１００万円(助成率10/10) 
・件数：17団体 
・選考方法：選考委員会を設置し、プロポーザル方式に
より選考する。 

・スケジュール： 
    ４月：制度の広報・周知 

パートナーズ・助成金申請受付（６月末まで） 
    ７月：選考委員会で選考 
    ８月：対象団体・事業の決定・公表 
    2023年４月：実績報告 

〇普及啓発 
・ＳＤＧｓパートナーズ登録団体間での交流会や出前講
座、セミナー等を通じて、ＳＤＧｓの普及啓発を図る。 

〇第２期ＳＤＧｓ未来都市計画策定に向けた取組み 
・ＳＤＧｓ未来都市選定の継続要件である、第２期未来
都市計画(現行2022年度末まで)を策定し、引き続き、
ＳＤＧｓ未来都市としてＳＤＧｓの推進を図る。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

ＳＤＧｓ推進室 

20,281 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 20,281 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

14 ジェンダー平等

の実現に向けた

取組 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  性別などに関わりなく個性や能力を発揮し、誰もがいき

いきと活躍できる社会を目指し、「防災」「教育」「家庭・社
会」「職場」「意思決定過程」の５つのテーマにおいてジェ
ンダー平等の実現に向けた取組を進める。 

 
【事業の内容】 

＜防災＞ 
〇市防災会議にジェンダー平等に関する専門委員を設置 
 （2022年２月～ 全４回開催予定） 
〇産官学の連携による避難所情報ＤＸ化 
・明石高専等と連携し、乳幼児・妊婦などのニーズに合
わせて備蓄・支援物資を調達・配分できるシステムを
構築。 

〇女性視点での防災備蓄品の配備 
＜教育＞ 
〇小・中学校にジェンダー教育推進校を設置 
・ジェンダー平等に関する児童生徒向け授業等の実施 

〇中学校における「明石市標準服（制服）」の導入 
・すべての市立中学校の生徒が選択可能でジェンダーレ
スな「市標準服」の導入に向け、デザイン、仕様を決
定するとともに、必要な供給・流通体制の整備を行う。 

 〇教職員研修の充実 
・夏休み中の教育課題特別講座（全教職員）、まちづくり

研修（初任者、２回）、人権教育研修講座（２年・３年
次）でジェンダー平等に係る内容の充実 

＜家庭・社会＞ 
〇商業施設等と連携した性別役割分業意識解消のための啓
発イベントの実施 

〇商業施設のトイレや授乳室を性別にかかわらず利用しや
すくするための環境整備 

〇家事育児シェア等に係る啓発セミナーの実施 
＜職場＞ 

 〇明石市「育休100％」宣言達成に向けた取組の推進 
 〇市役所での多様な働き方の推進 

＜意思決定過程＞ 
〇ジェンダー平等の実現に向けた検討会による検討 

  （2022年１月～ 全４回開催予定） 
 〇ジェンダー平等実践集中講座の開催 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

    

ＳＤＧｓ推進室 

児童生徒支援課 

あかし教育研修センター 

13,600 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 13,600 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

15 生理用品サポー

ト事業「きんもく

せいプロジェク

ト」の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  経済的に困窮する女性を支援するため、様々な困りごと

の相談に応じるとともに生理用品を配付する。 
 
【事業の内容】 
 〇市立小・中・高等学校・養護学校（全43校）のトイレに

生理用品を設置 
〇若者や女性が立ち寄りやすい施設や窓口での相談対応及
び生理用品の配付 

 ・配付場所：あかし男女共同参画センター 
ＡＫＡＳＨＩユーススペース 
母子父子自立支援相談窓口 
あかし保健所相談支援窓口 
明石こどもセンター 
各こども食堂 

  ・配 付 物：生理用ナプキン１パック 
        相談窓口案内チラシ 

〇きんもくせい相談窓口の設置（女性相談員による生活再
建支援相談） 

   
【ＳＤＧｓの目標】 

     

ＳＤＧｓ推進室 

5,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 5,000 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

16 インクルーシブ

施策の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
「すべての人が自分らしく生きられるインクルーシブな

まちづくり条例（あかしインクルーシブ条例）」の制定を踏
まえ、誰一人取り残されることなく、すべての人が大切に
されるインクルーシブな社会を実現するための取組を推進
する。 

 
【事業の内容】 
 〇共生社会の実現に向け、「こころのバリアフリー」と「ユ

ニバーサルデザインのまちづくり」を大きな柱とする取
組を進める。 

  ・あかしインクルーシブ条例の理解促進に向けたわかり
やすい版啓発パンフレットの作成、研修会等の実施 

・インクルーシブアドバイザー制度など、当事者ととも
に様々な施策を進めるための仕組みづくり 

 〇インクルーシブ商店街補助制度 
  ・対象：市内商店街 
  ・内容：ソフト・ハードを問わず商店街が自主的に実施

するインクルーシブ社会の実現に向けた取組に
対する費用を助成 

  ・助成額：上限50万円（全額助成） 
 〇小規模店舗のバリアフリー化補助制度 
  ・内容：小規模店舗が取り組む、入口段差の解消や通路

の拡幅、ローカウンターの設置などの取組に対
する費用を助成 

  ・助成額：上限50万円（１/２助成） 
〇ホテル等のバリアフリー化補助制度 

  ・対象：市内既存ビジネスホテル 
  ・内容：段差の解消や音声設備の設置など、出入口や客

室、共用トイレのバリアフリー化に向けた取組
に対する費用を助成  

  ・助成額：上限100万円（１/２助成） 
  ・運用面：ユニバーサルツーリズムセンターとの連携を

図り、ソフト面における満足度の高いサービ
スを提供できるよう取り組む。 

 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

     

    

ＳＤＧｓ推進室 

都市総務課 

6,150 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,150 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

17 ＬＧＢＴＱ＋／

ＳＯＧＩＥ施策

の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ＳＯＧＩＥ※に関わらず、自分自身を大切にし、自分らし

く生き、互いを認め合える「ありのままがあたりまえのま
ち」の実現に向けて、ＬＧＢＴＱ＋当事者に寄り添った支
援を行うとともに、市民理解の促進をはじめとするＬＧＢ
ＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策を推進する。 

 

 ※ＳＯＧＩＥ（ソジー） 

  ・性的指向、性自認、性表現のことで、誰もが持つ性の 
要素。性の多様性を表す言葉。 

 
【事業の内容】 
 〇研修、啓発の充実 

・市民がＳＯＧＩＥを知り、どんなＳＯＧＩＥの人も大
切にできる「ソジトモ」の普及促進 

・事業者、団体等にＳＯＧＩＥの理解を広げ、ＬＧＢＴ
Ｑ＋に対する配慮や対応を促進するための制度を創設 

・事業者等への研修、地域関係者等に向けた出前講座、
市民向け講演会等の開催 

・ツイッター等を活用した情報発信 
 〇学校との連携強化 
  ・小・中学校等の児童生徒に向けた出前講座の拡充 
  ・教職員研修の実施 
  ・図書室、保健室、職員室等への書籍の配付 
 〇相談支援の充実 
  ・相談窓口の更なる周知 

・相談事案への支援対応、関係機関との調整 
 〇関係機関との継続的な連携 
  ・ネットワーク会議による関係者との連携強化(２回開催) 
   委員：７名程度（地域、医療、商工関係者等） 
  ・アドバイザー会議における施策の検討(２回開催) 
   委員：６名程度（活動団体の代表、有識者等） 
 〇パートナーシップ・ファミリーシップ制度の充実 

・制度の更なる周知、情報発信 
・制度の効果を高めるため、制度利用者の公正証書作成
費用を助成 

 〇ＳＯＧＩＥハラ防止のための施策検討 
  ・先進地の情報収集、有識者等との施策検討 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

     

ＳＤＧｓ推進室 

6,798 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 400 
一般 6,398 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

18 ユニバーサルデ

ザインのまちづ

くりの推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  共生社会の実現に向けて、誰もが安全で快適に移動する

ことができるまちとなるよう、年齢や性別、障害の有無に
かかわらず多様な市民の視点に立ったまちづくりを推進す
る。 

 
【事業の内容】 
 〇「明石市ユニバーサルデザインのまちづくり実行計画」

の策定 
・高齢者や障害者などを含む利用者、交通事業者、公共
施設管理者などの関係者と「明石市ユニバーサルデザ
インのまちづくり協議会」を運営し、協議する。 

・障害当事者等との現地調査や協議会による検討を踏ま
えて、バリアフリー化の優先的な促進が必要な地区を
選定し、地区の目標や取組方針を規定する実行計画（マ
スタープラン編）を策定する。 

・核となるハード事業の実施目途が立った地区は、事業
内容やスケジュールを定めた実行計画（基本構想編）
で重点整備地区に位置付け、具体的取組を推進する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

ＳＤＧｓ推進室 

8,002 

 

 

 

国・県 3,785 
起 債 0 
その他 0 
一般 4,217 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

19 鉄道施設のバリ

アフリー化（ホー

ムドア設置、踏切

の安全対策） 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
ＪＲ西日本との協定に基づき、障害者や高齢者をはじめ、

誰もが安全で快適に鉄道を利用できるよう、市内鉄道駅へ
のホームドアの設置や南畑踏切へのエレベーター付横断歩
道橋の整備などの安全対策を進める。 

 
【事業の内容】 
 （ホームドア設置の促進） 

〇設置工事への補助 
ＪＲ西日本が実施するホームドア設置工事に対して、

補助金を交付する。 
（負担割合：国１/３、県１/６、市１/６） 

〇ＪＲ西明石駅（５・６番線） 
・事業期間：2018年度～2023年度 
・供用開始：2023年度（予定） 
・概算事業費：約17億6,100万円 
・種  別：昇降式ホーム柵 
・2022年度：設置工事費360,000千円 

（うち明石市60,000千円） 
 〇ＪＲ明石駅（１・２番線） 

・事業期間：2021年度～2025年度 
・供用開始：2025年度（予定） 
・概算事業費：約10億4,300万円（設計により決定） 
・種  別：昇降式ホーム柵 
・2021年度：詳細設計費35,000千円 

（うち明石市5,833千円） 
※2022年度は、2021年度事業を繰り越して継続実施 

 
（南畑踏切の安全対策） 

   ○エレベーター付横断歩道橋を設置して踏切を閉鎖する。 
  ・施行延長：65ｍ（跨線部） 
  ・事業期間：2015年度～2023年度 

・2022年度：桁製作工事、ＪＲ委託工事、エレベーター
棟設置工事等、287,400千円 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

都市総務課 

道路整備課 

347,400 

 
 

国・県 137,500 
起 債 209,900 
その他 0 
一般 0 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

20 高齢者・障害者の

ための総合的な

施設整備の促進 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  高齢・障害分野における施設面及び人材面での対策を講

じ、施設サービスの充実を図るため、特別養護老人ホーム
及び障害者グループホーム等の整備を促進するなど、総合
的な取組を推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇特別養護老人ホームの整備補助 

・整備数：90床 
 〇地域密着型（定員29人以下）特別養護老人ホームの整備

補助 
  ・整備数：58床（２施設） 
 〇障害者グループホームの整備補助 

・整備数：５施設程度（計20人） 
〇その他 

  ・認知症対応型共同生活介護等の地域密着型サービスに
係る施設の整備 

・新型コロナウイルス感染拡大防止に係る既存施設の改
修等 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

施設整備・人材育成室 

1,226,160 

 

 
 

国・県 791,960 
起 債 434,200 
その他 0 
一般 0 

21 福 祉 人 材 の 確

保・育成等による

福祉サービスの

質の向上 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  介護・障害分野における質の高い福祉サービスを継続的

に提供できる環境を整えるため、福祉分野における総合的
な人材の育成及び確保への効果的な方策を検討し、実施す
る。 

 
【事業の内容】 

〇市単独での「就職説明会」の開催（新規） 
 ・県社協との共催による就職説明会の開催に加え、市単

独での就職説明会を保育士就職フェアと合同で開催す
る。 

〇サービス管理責任者研修の実施（新規） 
・県が実施しているサービス管理責任者研修は、参加希
望者が定員を上回る状況が続いていることから、本市
で新たにサービス管理責任者研修を実施する。 

 〇認知症ケアに関する認定制度の実施（新規） 
  ・認知症高齢者に対する福祉サービスの質的向上を図る

ため、専門性等の基準を満たす人や事業所を評価する
認定制度を創設する。 

〇福祉人材表彰制度及び奨学金返済支援制度の実施（新規） 
・職場環境の改善促進及び若手職員の市内福祉施設への
雇用増加を目指し、新たに福祉人材表彰制度及び奨学
金返済支援制度を実施する。 

〇介護等人材確保・資格取得支援事業（拡充） 
・介護福祉士実務者研修等の受講費補助に加え、新たに
福祉サービスの質の向上につながる資格（介護福祉士
等）や研修（認知症関連、ケアマネージャー資格取得
関係、重度障害児支援等）の受講費を助成する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

施設整備・人材育成室 

10,700 

 
 

国・県 3,322 
起 債 0 
その他 325 
一般 7,053 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

22 明石商業高等学

校福祉科の創設 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  福祉のまちづくりの一環として、今後、ますます必要と

される福祉分野の知識・技術の学習を通じ、資質や能力を
身に付けた生徒が、介護福祉士の国家資格を取得し福祉分
野へ就職することはもとより、福祉系・医療系の大学等に
進学し更なるスキルアップを目指すなど、生徒の自己実現
を促進し、将来についての可能性を広げることを目指すた
め、市立明石商業高等学校に福祉科を創設する。 

 
【事業の内容】 
  高校卒業時に介護福祉士国家資格受験資格の取得ができ

る福祉科を創設するため、必要とされる介護実習室や入浴
実習室等の施設を同校敷地内に整備するなど、2024年４月
の授業開始を目指し、準備を進める。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

施設整備・人材育成室 

福 祉 科 準 備 担 当 

54,160 
 

国・県 800 
起 債 49,300 
その他 0 
一般 4,060 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

23 認知症あんしん

プロジェクトの

推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けることができるよう、「明石市認知症あんしんまちづ
くり条例」（令和４年３月議会提出予定）に基づき、包括的・
継続的支援を展開するとともに、あかしオレンジサポータ
ー制度を推進するなど、まちのみんなで認知症を支えるま
ちづくりを更に推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇あかしオレンジサポーター制度の推進 

 ・オレンジサポーター数の増加に向け、住民だけでなく、
小・中学校等をはじめ、企業・市民団体等を対象とし
て、積極的にオレンジサポーターの養成に取り組む。 

 ・所属する従業員等の複数名がオレンジサポーターであ
る企業・市民団体等を「あかしオレンジサポーター協
力事業所」として認定する。 

 ・専門性を高めたシルバーサポーターの活動支援及び在
宅支援を行うゴールドサポーターの養成に取り組む。 

 〇認知症早期支援事業の継続実施 
 ・対 象：①認知症チェックシートの結果、認知症の疑

いがある65歳以上の人 
      ②若年性認知症の診断を受けた人（64歳以下） 
      ③運転免許更新時に医師の診断書が必要にな

った人 
 ・内 容：認知症診断にかかる費用の自己負担額を全額

助成 
〇認知症サポート給付金等の継続実施 
 ・医療機関で認知症と診断され、在宅で生活している人

に対する認知症サポート給付金（１人あたり２万円）
の給付 

 ・あかしオレンジ手帳（認知症手帳）及び宅配弁当等の
３つの無料券（あんしんチケット）の交付 

〇高齢者補聴器購入費助成事業の継続実施 
 ・対 象：聴覚障害による身体障害者手帳の交付を受け

ておらず、医師が補聴器の使用を必要と認め
た65歳以上の高齢者（所得制限なし） 

 ・内 容：補聴器購入にかかる費用の一部を助成 
 ・助成額：上限２万円まで（１人１回限り） 
〇認知症あんしんネットワーク会議の開催 
 ・認知症家族会をはじめ、民生児童委員や地域団体、医

療福祉関係者、企業関係者等で構成する会議を開催し、
関係機関との連携を強化する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

高齢者総合支援室 

92,583 

 

 

 

国・県 52,167 
起 債 0 
その他 36,806 
一般 3,610 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

24 高齢者ふれあい

の里のリニュー

アル 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
2023年度より、老人福祉法に基づく「老人福祉センター」

である「高齢者ふれあいの里」について全ての市民が利用
する地域の「共生型施設」へと転換を図るため、2022年度
には、入浴事業の廃止に合わせ、新たな施設の改修等のリ
ニューアルを行うとともに主催事業の充実を図る。 

 
【事業の内容】 

〇施設の方向性の検討 
転換に際しては、これまで多くの高齢者が利用してい

る介護予防を中心とした部分は継続しながら、ボランテ
ィアグループや地域団体等の多世代が利用できるような
施設としていく。 
・高齢者の介護予防の拠点 
・地域団体等の活動の場 
・多世代の地域交流及び共生型施設 
・貸室利用の導入 

〇転用に必要な施設の整備 
全ての市民が利用する施設として、施設のリニューア

ルを図る。 
・照明、内装等の改修、備品等の更新 10,000千円 
・多目的トイレへの改修 4,400千円 

 〇スケジュール 
  ・2022年度：入浴事業の廃止、内装等のリニューアル 
  ・2023年度：共生型施設への転換 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

高齢者総合支援室 

14,400 

 

 

※指定管理料

を除く。 

国・県 0 
起 債 14,400 
その他 0 
一般 0 

25 地域総合支援セ

ンター等におけ

る支援体制の充

実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  孤立する高齢者などの要支援者に寄り添い、要支援者が

抱える困りごとや不安を解消するため、地域総合支援セン
ターを核とした支援体制の充実を図る。 

 
【事業の内容】 
 〇地域総合支援センターにおける支援体制の充実 

・専門職（保健師・看護師、社会福祉士、主任介護支援
専門員等）の増員を図る。 

・「福祉まるごと相談窓口」として、断らない相談支援を
行うため、基幹相談支援センターや後見支援センター
等との連携を強化し、更生支援も含めた一体的な支援
を行う。 

・民生児童委員や地域ボランティア団体等との連携に努
めながら、センターを拠点にしたアウトリーチ等を通
じて継続的な支援を行う。 

 〇重層的支援体制の構築に向けた検討 
  ・2023年度からの「重層的支援体制整備事業」（要支援者

に寄り添い伴走する支援体制の整備）の開始に向け、
実施計画の策定を進める。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

地域共生社会室 

375,750 

 

 

 

国・県 216,994 
起 債 0 
その他 81,712 
一般 77,044 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

26 旧優生保護法被

害者への支援 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  旧優生保護法の規定により強制的に不妊・中絶手術を受

けた人及びその配偶者に寄り添って支援し、優生思想を許
さないまちづくりを推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇被害者の相談支援 
 〇市民への情報提供 

・支援が適切に提供されるように情報提供を行う。 
・市民の理解促進のための啓発を行う。 

 〇被害者への支援金の支給 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

市民相談室 

6,100 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,100 

27 障害者優待乗車

制度（バス優待乗

車券等）の実施 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  ポストコロナを見据え、障害のある人の社会参加・自立

生活を将来にわたって適正かつ効果的に支援するため、障
害のある人の移動に対する重要な支援策となっている現行
の障害者優待乗車券（バス優待乗車券及びタクシー利用券）
の交付を継続する。 

 
【事業の内容】 
 〇障害者へのバス優待乗車券等の交付 

・バス共通優待乗車証 
本人と介護者１名が市内の路線バス及びたこバスに 
無料で乗車できる証 
交付対象者：身体障害者手帳第１種、療育手帳Ａ判定、 

精神障害者手帳１級 
  ・バス単独特別乗車証 

本人が市内の路線バス及びたこバスに無料で乗車でき
る証 
交付対象者：身体障害者手帳第２種、療育手帳Ｂ１・

Ｂ２判定、精神障害者手帳２・３級 
  ・福祉タクシー利用券 
   市内で指定のタクシー事業者を利用した場合に使用で

きる1枚500円の券を年48枚（年度途中は残月数×４枚） 
交付対象者：身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ判

定、精神障害者手帳1級 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

障害福祉課 

167,823 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 167,823 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

28 ゆりかご園への

指定管理者制度

の導入 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  明石市立ゆりかご園について、高度な専門的ノウハウを

有する民間事業者による一層のサービス向上を図るため、
指定管理者制度を導入する。また、重複障害のある児童や
医療的ケアが必要な児童の支援等療育の充実を図るため、
現在指定管理者制度を導入している明石市立知的障害児通
園療育施設（明石市立あおぞら園・きらきら）と一括して
指定管理者制度を導入する。 

 
【事業の内容】 
 〇明石市立あおぞら園・きらきら及び明石市立ゆりかご園

を指定管理者により運営する。 
・指定管理者：社会福祉法人三田谷治療教育院 
・指定期間：2022年４月１日～2027年３月31日(５年間) 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

  

発達支援課 

141,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 141,000 

29 ヤングケアラー

への支援強化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  実態が表面化しにくいヤングケアラーとその家族が抱え

る負担の軽減を図るため、支援に関連する関係部局が連携
することで既存事業を柔軟に活用するなど、早期発見・早
期支援につなぐための取組を実施する。 

 
【事業の内容】 
 〇早期発見・早期支援につなぐための取組 

・市職員や教職員、地域ボランティア等を対象とした研
修・講演会等、認知度向上のための啓発の実施 

・こども自らがＳＯＳを発信できるよう、こども向けリ
ーフレットの作成や学びの機会の提供等 

・民生児童委員や地域のボランティア等が活用できる気
づきチェックシートの作成 

 ○ヤングケアラーとその家族が抱える負担軽減の取組 
・ヤングケアラー支援チームによる支援策の検討 
・こども支援、相談支援のほか、介護・障害・生活困窮
等既存事業の活用 

・ヤングケアラー同士のつどいの場づくりの検討 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

地域共生社会室 

あかしこどもセンター

総務課 

こども支援課 

相談支援課 

249 

 

 

 

（参考） 

関連事業費総額 

40,956 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 249 
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② すべての人にやさしいまちづくり 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

30 ＤＶのない社会

に向けた施策の

更なる推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
近年、ＤＶに関する相談や被害者対応の件数は増加し、

内容も複雑化・深刻化している。ＤＶのない「やさしい社
会」の実現を目指し、課題解決のための様々な施策を実施
する。 

 
【事業の内容】 

○ＤＶ被害者の自立生活に向けた支援の充実  
・緊急一時保護の宿泊支援と、生活再建に向けた住居探し

や公的手続など同行支援の充実(民間支援団体に委託) 

・市営住宅の空き住戸などを利用したステップハウスの試

行実施 

○多様な機関と連携したＤＶ対策の仕組みづくりの検討 

・ＤＶ被害者支援に関わる支援者養成講座の開催 

・有識者を交えたワーキングチームを立ち上げ、加害者

対応（対策）を含めた被害者支援のあり方の検討 

       ・民間支援団体等へのヒアリング調査 

○ジェンダー平等講座の実施  
・アンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）に気づき
ジェンダー平等について学ぶ出前講座（小学４年生対
象）の実施校拡大（５→10校程度） 

・ジェンダー平等講座の講師養成講座の開催 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

    

男女共同参画課 

8,012 

 

 

 

国・県 3,179 
起 債 0 
その他 0 
一般 4,833 



27 

 

③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

31 学校教育におけ

るＩＣＴ化の推

進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  すべてのこどもたちに個別最適化された学びを継続的に

実現することをめざして、ＧＩＧＡスクール構想により導
入されたタブレット端末を活用し、教育のＩＣＴ化を推進
する。 

 
【事業の内容】 

〇大型提示装置の設置 
中学校の普通教室に大型提示装置を設置し、タブレッ

ト端末と一体的に活用することで、生徒一人一人の学び
の質を高める。 

  ・2022年度：中学校12校 ※高丘小中一貫校は導入済み 
  ・2023年度～2024年度：小学校全校 

〇通信回線の増強 
タブレット端末のよりスムーズな運用のため、大規模

校を中心に通信回線の増強を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

学校教育課 

あかし教育研修

センター 

96,400 
 

国・県 0 
起 債 95,000 
その他 0 
一般 1,400 

32 個々の特性に応

じた特別支援教

育の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
特別な教育的ニーズのある児童生徒が安心して学び、「質

の高い教育」を継続的に受けられるよう、保護者・関係機関
との連携強化や個々の特性に応じた指導の充実を図る。 

 
【事業の内容】 

〇「個別の学び支援システム」の導入 
  ・小・中・養護学校に「計画作成支援ツール」「教材」「研

修動画」を一体で運用できるシステムを導入し活用す
る。特別支援教育にかかる基礎知識の獲得から最適な指
導計画等の作成や対象の児童生徒への日々の指導に至
るまで、各教員による質の高い教育が継続的に受けられ
るようにすることで個々の特性に応じた教育を充実し
ていく。 

〇「特別支援教育巡回指導」の充実 
  ・大学教授や医師、公認心理士等の専門家を「巡回指導

員」として委嘱し、各学校からの要望に応じて教職員
や保護者に対して指導助言を行う。 

〇「特別支援教育に係る研修会」の実施 
  ・特別支援学級担当教員に対する研修を充実させるとと

もに、管理職や特別支援教育コーディネーター等の担
当者に向けた研修会を計画的に実施し、特別支援教育
に係る専門性の向上を図る。 

  
【ＳＤＧｓの目標】 

  

学校教育課 

14,072 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 14,072 
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

33 不登校児童生徒

への支援強化（朝

霧もくせい教室

の整備） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  不登校児童生徒に対する学習指導やカウンセリング等の

支援を拡充するため、「朝霧もくせい教室」を開設する。 
 
【事業の内容】 
 〇朝霧もくせい教室 

・開設場所：朝霧浄化センター会議室棟 
  ・開設時期：2022年４月（予定） 
  ・受入れ可能な児童生徒数：30名程度 

（特別支援学級に在籍する児童生徒を含む） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

児童生徒支援課 

3,761 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 3,761 

34 学校給食の充実 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  公が食について責任を持ち、学校での食育や地産地消の

推進、またコロナ禍での児童・生徒や地場産業を元気づけ
るため、明石市産の食材を使用した特別献立を小・中学校
等で提供する。 

 
【事業の内容】 

○明石産の食材を使用した特別献立を年２回程度提供する。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

学校給食課 

13,000 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 13,000 

35 放課後児童クラ

ブの充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  放課後児童クラブの高まるニーズに対する安定的な支援

の提供と質的向上を図るため支援員と施設を十分に確保す
るとともに、組織体制の強化と指導体制の充実化に取り組
む。 

 
【事業の内容】 
 〇支援員と施設の確保 

・支援員が安定的に働き続けられるよう、労働環境を充
実させる。 

・人口増に伴う児童数の増加に対応するため、学校の余
裕教室や放課後の特別教室の共用など、教育委員会と
も連携し、施設の確保に努める。 

 〇育成内容の充実 
・学校や地域、子ども・子育て支援に関わる団体との連
携による支援体制や育成内容の充実 

〇組織体制の強化と指導体制の充実 
・支援員アドバイザーや常勤支援員の配置等による組織
体制の強化 

・放課後児童支援員認定資格研修や実務研修の実施によ
る支援員の質の向上 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

こども育成室 

946,884 

 

 

 

国・県 414,226 
起 債 27,500 
その他 353,300 
一般 151,858 
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

36 待機児童対策 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
2023年４月の待機児童解消を図るため、施設整備や既存

施設の活用などにより、合わせて300人規模の受け入れ枠の
拡充を行うとともに、必要な保育士の確保策を実施し、保
育の量と質を確保する。 

 
【事業の内容】 

〇受け入れ枠の拡充 合計300人 
・保育所、認定こども園の新設、増築等：３施設186人 
・小規模保育施設の設置等：６施設114人 

〇保育士の処遇改善（継続） 
・私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後
７年間で最大160万円の定着支援金を支給 

・保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月
額給与増額分の１/２(限度額１万円)を助成 

・採用から５年までの保育士のために私立保育所等が宿
舎を借り上げる場合、その費用の一部を助成 

〇保育士の就労支援（継続） 
・保育士総合サポートセンターによる求職者と保育所等
のマッチングの実施、出張相談の実施 

・保育士就職フェアや保育所見学バスツアーの開催 
・保育士養成学校への積極的なＰＲの実施 

〇保育所職場環境向上に向けた取組（継続） 
・保育士の定着のため職場環境向上に取り組む法人に対
する支援を行う、いきいき保育職場応援事業の実施 

〇保育の質の向上に向けた取組（継続） 
・施設長や新卒保育士向けの研修の実施 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

こども育成室 

2,001,828 

 

 

 

国・県 1,252,982 

起 債 370,500 

その他 20,305 

一般 358,041 

37 幼稚園３歳児枠

の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
全てのこどもが幼児教育を受けることができるよう、３

歳児の受け入れ枠を拡充する。 
 
【事業の内容】 
 〇受け入れ枠の拡充方法 
  ・定員を超える応募があった園において、３歳児の定員 
   を拡大する。（約５クラス、80名程度の定員増） 
  ・定員の拡大に伴い、必要となる職員の採用を行う。 
   （幼稚園教諭５名程度） 
  ・定員の拡大に伴い、３歳児保育室の備品等の整備を行 
   う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

こども育成室 

30,450 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 30,450 
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

38 幼児教育・保育の

無料化施策の拡

充（使用済み紙お

むつの持ち帰り

廃止） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  保護者の負担軽減及び衛生面の観点から、使用済み紙お

むつの保護者持ち帰りを廃止するとともに、処理に係る費
用について補助を実施し、幼児教育・保育の無料化施策を
拡充する。 

 
【事業の内容】 
 〇使用済み紙おむつの保護者持ち帰りの廃止 
  ・保育施設等において保護者が持ち帰っている使用済み

紙おむつについて、持ち帰りを廃止し、施設での処理
を原則とする。 

 〇使用済み紙おむつ処理に係る保育施設への補助 
  ・施設がおむつ処理費用として保護者から徴収している

実費負担について、施設に対し補助を実施することで
保護者の負担軽減を図る。 

  ・助成額：０・１・２歳の児童１名につき年間1,500円 
   
【ＳＤＧｓの目標】 

   

こども育成室 

11,750 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 11,750 

39 親子のための保

護者サポートモ

デル事業の実施 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  保護者の育児不安の軽減、児童虐待防止及びこどもの健

全育成のため、子育てに悩みや不安を抱えている子育て家
庭に対し、具体的なこどもとの関わり方を学ぶ機会を提供
する。 

 
【事業の内容】 
 〇対象者：おおむね小学生以下のこどもがいる親、妊婦 

〇こどもとの具体的な関わり方など、子育てのコツを知る
ことができる講座の実施。 

 〇子育ての悩みを抱える保護者へのカウンセリングの実施 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

   

子育て支援課 

2,000 

 

 

 

国・県 1,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,000 
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

40 こども総合支援

の拡充（あかしこ

ども財団の体制

強化等） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  地域みんなですべてのこどもを支えるまちづくりを促進

するため、地域におけるこども支援活動を総合的に推進す
る「あかしこども財団」の自主性・自立性の強化など体制
強化を図るとともにこども支援活動の推進を図る。 

 
【事業の内容】 
 〇あかしこども財団の組織体制の強化 

・人員体制の充実を図るとともに、こども支援活動の更
なる充実と長期的・安定的な経営を実施できるよう、
公益財団化を目指すなど、あかしこども財団の組織体
制の強化を図る。 

〇こども支援活動の推進 
・こども食堂をはじめ、地域貢献に意欲のある市民や企
業等の活動機会の創出や民間資金の活用などを含めた
更なるこども支援活動の充実を図る。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

子育て支援課 

40,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 8,340 
一般 31,660 

41 あかし里親 100％ 

プロジェクトの

推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  すべてのこどもが家庭のぬくもりを感じながら一人ひと

りに望ましい環境で生活できるよう、里親家庭をさらに増
やしていくとともに、里親養育に対する支援の充実を図る
ことにより、こどもが安全・安心に育ち、自立できる環境
づくりを推進していく。 

 
【事業の内容】 

〇ショートステイ里親の活動支援（新規） 
  ・ショートステイ里親支援の一環として、傷害保険やお

見舞金制度に加入 
 〇(仮)里親養親希望者手数料負担軽減事業（新規） 
  ・里親登録者の民間あっせん機関への手数料負担を軽減

し、パーマネンシー保障に資する取組を推進 
〇里親制度の啓発・リクルート（継続） 
・あかし里親センターにおいて、各種媒体による周知啓
発、重点地域での出張里親相談会等を実施 

  ・短期間こどもを養育するショートステイ里親の推進 
〇里親の養育力の向上を図る取組（継続） 

  ・里親基礎研修（年６回）、里親登録前研修（年４回） 
  ・養育技術向上のためのテーマ別勉強会の実施 
  ・未委託里親への研修を実施 
 〇里親養育への支援（継続） 
  ・市内のこどもと交流できる施設の利用補助 

・里親子のマッチングにかかる費用の補助 
 〇関係機関との連携（継続） 
  ・あかし里親推進連絡会議における関係機関（乳児院、

児童養護施設、里親会など）の連携強化 
  ・明石地区里親会による里親相互の研鑽・交流 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

さとおや課 

11,728 

 

 

 

国・県 5,701 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,027 
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

42 こども養育支援

策の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  こどもを社会全体で守り、健全に育んでいくため、離婚

や別居に伴う面会交流や養育費の確保などのこどもの養育
支援について、支援策の充実を図る。 

 
【事業の内容】 
 〇既存支援策の継続実施 

 ・養育費取決めサポート事業 
 ・面会交流のコーディネート 
〇養育費確保のための更なる支援策の実施 

  ・既に実施している養育費の取決め支援に加えて、養育
費の立替え支援を再開するとともに、新たに裁判所に
おける給与等の差押手続の支援を行うことで、取決め
（入口）から差押え（出口）まで養育費確保のための
総合的な支援を実施する。  

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

市民相談室 

23,474 

 

 

 
 

国・県 1,774 
起 債 0 
その他 15,307 
一般 6,393 
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④ 人にも自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

43 豊かな海づくり

の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
2022年11月に開催する「第41回全国豊かな海づくり大会

（兵庫大会）」を契機として、将来にわたり市民が自然の恵
みを享受できるとともに、まちへの愛着を醸成していくた
め、市民や漁業者、国・県などと連携しながら、豊かな海
づくりに向けた取組を一層推進する。 
 

【事業の内容】 
＜第41回全国豊かな海づくり大会（兵庫大会）＞ 
〇開催日時 
 ・日  時：2022年11月12日(土)～13日(日) 
 ・場  所：（式典）市立市民会館 
       （海上歓迎・放流行事）明石市・明石港ベラ

ンダ護岸 
       （開催行事）明石市ほか県内各地 
〇大会ＰＲイベントの実施（豊かで安全な海づくり推進室） 
・機運を高めるためのプレイベントの開催（P.44） 
・パピオスマルチ展示スペースでの展示 
・本大会市民広場ＰＲ 
・さかなクン動画の作成 
・オリジナル絵本の作成 
・大会横断幕の製作 

 ＜水産資源の保全＞ 
〇ため池のかいぼり（豊かで安全な海づくり推進室） 

池底の泥を掻き出し、滞留する腐葉土（栄養分）を海
に放流する。 
・予  算：300千円 
・実施箇所：２か所予定 

〇豊かな海づくり再生事業（豊かで安全な海づくり推進室） 
海の栄養塩を増やすため漁業者と連携し、施肥やたこ

つぼの投入を実施する。また、効果測定のためモニタリ
ング調査を実施する。 
・予  算：10,000千円 

〇下水処理場での栄養塩管理運転（下水道施設課） 
全ての浄化センターにおいて放流水に含まれる窒素

量を増加させる栄養塩管理運転を継続する。 
＜海洋ごみの削減＞ 
〇漁業者と連携した海洋ごみの処分（豊かで安全な海づく
り推進室） 
漁業者、漁協、市で連携し、海洋ごみの回収に向けた

取組を進める。 
・予  算：1,980千円（一部国庫補助事業） 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

     

  

豊かで安全な 

海づくり推進室 

下水道施設課 

63,920 
 

国・県 1,386 
起 債 0 
その他 0 
一般 62,534 



34 

④ 人にも自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

44 気候非常事態宣

言の周知・啓発

（マイボトルの

普及推進等） 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  本市の気候非常事態宣言の主旨を周知するとともに、ペ

ットボトルの使用とプラスチックごみ削減に対する意識向
上を図るため、マイボトルを活用した啓発を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇豊かな海大会等にて明石オリジナルマイボトルを配布

し、マイボトルの普及を推進する。 
 〇地球温暖化防止パネルを活用し、地球温暖化の現状等に

関する周知を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

環境総務課 

2,000 

 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 2,000 

45 脱炭素社会実現

に向けた調査・計

画策定 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  脱炭素社会を実現するため、地球温暖化対策に係る検討

調査及び計画策定を行う。また、低圧電力の一括調達に当
たっては、環境に配慮した入札条件を付するなど、環境負
荷の軽減についても考慮する。 

 
【事業の内容】 
 〇公共施設への再生可能エネルギー導入に関する検討調査

を行う。 
 〇地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を改定し、温室

効果ガスの削減に係る推進施策や目標等を設定する。 
 〇環境に配慮した入札条件の検討 
 〇各施設の低圧電力使用量の実態調査 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

環境総務課 

財務担当 

14,700 

 

 

 

国・県 7,500 
起 債 0 
その他 0 
一般 7,200 

46 再生可能エネル

ギー活用の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  気候非常事態宣言で表明した「2050年までに二酸化炭素

の排出実質ゼロ」の実現に向け、二酸化炭素の排出量削減
を図るため、住宅及び事業所における省エネルギー・再生
可能エネルギー設備の導入を促進する。 

 
【事業の内容】 
 〇市民向け補助 
  ・ＺＥＨ(ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾊｳｽ)住宅（15万円×40件） 
  ・家庭用蓄電池（８万円×120件） 
  ・家庭用燃料電池（３万円×140件） 
  ・既築住宅の太陽光発電設備（６万円×90件） 
  ・既築住宅の高断熱窓（５万円×40件） 
 〇事業者向け補助 
  ・自家消費型太陽光発電設備（100万円×5件） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

環境総務課 

32,200 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 32,200 
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④ 人にも自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

47 教育施設等での

照明設備のＬＥ

Ｄ化の推進 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  脱炭素化社会の実現に向けて、消費電力の削減とCO２排出

量抑制による環境負荷低減を図るとともに、維持管理の負
担や経費軽減のため、教育施設等の照明設備のLED化を行
う。 

 
【事業の内容】 
 〇教育施設等の照明設備のLED機器への交換 

・対象施設：116施設 
すべての市立小学校・中学校・特別養護学
校・高等学校・幼稚園・認定こども園・公
立保育所・児童クラブ・コミセン 

  ・期間：４月～2023年２月 
  ・消費電力削減見込み：約480万kwh/年 
  ・電気料金削減額見込み：約7,200万円/年 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

学校管理課 

770,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 770,000 
その他 0 
一般 0 

48 粗大ごみ収集の

インターネット

受付システムの

導入 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  市民の利便性の向上のため、これまで電話での受付を行

っていた粗大ごみの収集申込受付について、新たにインタ
ーネットで受付できるようシステムを導入する。 

 
【事業の内容】 
 〇電話受付（月～金曜・祝日含む）に加え、スマートフォ

ンやパソコンによる受付を24時間365日可能とする。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

収集事業課 

3,700 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 1,181 
一般    2,519 
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④ 人にも自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

49 まちの魅力を高

めるための自転

車の活用 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
まちの魅力を生かした賑わいの向上や脱炭素社会の実現

を目指し、乗り捨て可能な自転車シェアリングサービスの
調査・検討及び海岸線を活かしたサイクリングロードの整
備に向けた検討を行う。 

 
【事業の内容】 
 ○自転車シェアリングサービスの調査・検討 
  ・中心市街地の交通結節点及び市民利用の拠点を中心に

自転車のシェアリングサービスについて、民間活力の
導入に向けた調査・検討を行う。 

〇サイクリングロードの整備に向けた検討 
・明石市東部地区（明石川右岸～大蔵海岸）における海
岸線を活かしたサイクリングロードの整備に向けた検
討を行う。 

〇「地方版自転車活用推進計画」の策定 
・「自転車利用環境向上計画」（2017年３月策定）を踏ま
えた「自転車活用推進計画」を策定し、自転車の活用
推進に関する施策を総合的かつ計画的に取り組む。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

  

プロジェクト推進室 

道路整備課 

3,000 

 
 

国・県 0 
起 債 3,000 
その他 0 
一般 0 

50 17 号池魚住みん

な公園の整備 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
市民の健康増進や住みやすい都市環境を提供するため、

「みんなにやさしい運動公園」をコンセプトに、市内で不
足する野球やサッカーのできるグラウンドを広大なため池
空間を活用して整備するとともに、ユニバーサル遊具の設
置を行うなど、インクルーシブな空間を整備する。 

 
【事業の内容】 
 〇概要 
  ・名称：17号池魚住みんな公園 

・事業規模：８haのため池のうち、5.4haを公園整備 
  ・供用開始：2023年度春予定 
 〇インクルーシブな空間の整備 

約2,500㎡の「みんな広場」を老若男女、障がいの有無
に関わらず、みんなが憩える空間を整備する。 
・ユニバーサル遊具の設置 
・ナーサリー施設の設置 
・公園施設兼用防災施設の整備（テントやかまど等） 

〇歩道橋、建築物の整備 
歴史的土木構造物である堤体を活用した歩道橋や、チ

ェックアンドアドバイス制度を活用し障害当事者の意見
を反映した建築施設を整備する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

緑化公園課 

253,004 

 

 

 

 

国・県 110,000 
起 債 139,000 
その他  
一般 4,004 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

51 市役所新庁舎整

備に向けた取組 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
「すべての人にやさしいスリムでスマートな庁舎」を基

本理念とし、「災害時の対応力強化」、「バリアフリー・ユニ
バーサルデザインの導入」、「効率的な行政サービスの提
供」、「環境への配慮とライフサイクルコストの縮減」、「ま
ちのシンボルと憩い・交流の場の創出」の５項目を整備方
針とする市役所新庁舎整備に向けた取組を行う。 

 
【事業の内容】 

〇隣接する明石港東外港地区再開発との連携を図りなが
ら、建設工事に向けた基本設計、実施設計に取り組む。 

〇設計業務と並行して、新庁舎の窓口サービスのあり方や
詳細レイアウト、案内サイン等について検討を進める。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

 

プロジェクト推進室 

1,968 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,968 

52 消防機能の強化 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  大規模災害時にも、防災拠点として業務継続を可能とす

る強い分署庁舎とするため、耐震補強工事による耐震化を
図る。また、2023年度末で10年間の保守業務委託契約が終
了する現高機能消防指令センターについて、119番通報の受
信や出動指令など消防指令業務を迅速かつ適切に行うため
更新に向けて準備を進める。 

 
【事業の内容】 
 〇朝霧分署及び魚住分署の耐震化工事 

・2022年度：実施設計 
・2023年度：改修工事予定 

 〇高機能消防指令センター等の更新 
  ・2022年度：更新実施設計 
  ・2023年度：工事監理業務及び更新工事等予定 
  ・運用期間：12年更新 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

消防局総務課 

情報指令課 

23,900 

 
 

国・県 0 
起 債 23,900 
その他 0 
一般 0 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

53 消防団員の処遇

改善 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
災害が多発化・激甚化する中で、消防団に求められてい

る役割が多様化・複雑化している状況を踏まえ、地域防災
力のより一層の充実・強化を図るため、消防団員の処遇改
善を行う。 

 
【事業の内容】 

〇国が示す、非常勤消防団員の報酬等の基準を基に、消防
団員の報酬を見直す。 

  ・消防団員の年報酬を引き上げる。 
    団員 21,500円 → 36,500円 
  ・出動等に対する報酬の支給単位を１回から１日に改め、

報酬額を見直す。 
・大規模災害にかかる出動報酬を規定する。 

  ・増額分 26,919千円 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

消防局総務課 

60,014 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 60,014 

54 安全安心な魅力

ある海岸利用の

創出 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  「明石市水上オートバイ等の安全な利用の促進に関する

条例」（令和４年３月議会提出予定）に基づき、海岸利用者
が安全に安心して海岸を利用できるよう、海岸沿いの監視
カメラにより水上オートバイ等の危険運転や遊泳者の利用
状況を見守るとともに、遊泳者の多い海域に水上オートバ
イ等の進入防止フロートを設置する。 

 
【事業の内容】 
 〇海岸利用者の安全対策 

・監視カメラによる海岸の利用状況の見守り 
・水上オートバイ等進入防止フロートの設置 

 〇海岸利用ルール等の周知・啓発 
  ・関係機関と連携した啓発活動の実施 

・海岸利用ガイドの配布 
 〇関係行政機関や各種団体などで構成する「海岸域の安全

利用にかかる連絡会議」の開催 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

海岸・治水課 

37,000 

 

 

 

 

国・県 0 
起 債 19,300 
その他 0 
一般 17,700 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

55 安全で利便性の

高い幹線道路の

整備（山手環状

線・江井ヶ島松陰

新田線） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
交通渋滞の解消や都市交通の円滑化など道路機能の向上

及び周辺の土地利用増進などを図るため、幹線道路の整備
を進める。 

 
【事業の内容】 
 〇山手環状線（大窪工区） 

ＪＲ西明石駅圏とＪＲ大久保駅圏を結ぶ環状道路であ
り、国道２号の渋滞緩和及び安全で快適な通学路の確保
を図るため、未整備となっている大窪工区の整備を行う。 

  ・事業延長：700ｍ 
  ・事業期間：2020年度～2026年度 
  ・2022年度：用地買収、物件移転補償等 

〇江井ヶ島松陰新田線 
大久保北部と神戸市西区を結ぶ幹線道路であり、国道

２号や県道神戸明石線の渋滞緩和を図るため整備を行
う。 
・事業延長：1,500ｍ 

  ・事業期間：2016年度～2023年度 
  ・2022年度：道路築造工事、用地買収、物件移転補償等 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

道路整備課 

1,380,420 

 

 
 

国・県 580,500 
起 債 796,600 
その他 0 
一般 3,320 

56 安全な道路維持

のための道路通

報システムの運

用 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
道路の維持管理をより効率的に行うため、道路の陥没や

付属物（カーブミラー・街路灯など）の損傷等について、
インターネットを活用した道路通報システム「ここみて
Report」の運用を開始する。 

 
【事業の内容】 
 〇道路通報システムの運用開始（5月予定） 

・スマートフォン・タブレット・パソコンなどから簡単
に通報が可能。 

・通報箇所の地図や状況写真により、迅速かつ正確に情
報を把握し、適切な対応が可能。 

・24時間365日受付できるため、夜間・休日などの閉庁時
にも通報が可能。（緊急の場合は電話連絡） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

道路整備課 

456 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 456 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

57 ハザードマップ

の改訂と全戸配

付 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  現行のハザードマップについては全面改訂から２年以
上が経過し、その間に兵庫県により、市内の洪水浸水想
定区域及び高潮浸水想定区域が変更されたことなどか
ら、市民に必要な情報をより分かりやすく、より見やす
く提供するため、最新の内容に改訂し配付する。 

 
【事業の内容】 

〇Ａ４版冊子40ページ 

〇各家庭に全戸配付（５月中を予定） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

総合安全対策室

16,700 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 16,700 

58 災害時要配慮者

に対する個別支

援計画の作成 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  近い将来発生が予想される南海トラフ地震などの災害時

においても迅速かつ確実に安全が確保できるよう、自治
会・町内会等への避難行動要支援者名簿の提供及び活用の
拡大を図るとともに、避難支援が必要な高齢者・障害者等
の要配慮者ひとり一人に応じた個別支援計画の作成を促進
する。 

 
【事業の内容】 
  自治会・町内会、民生児童委員、福祉専門職、総合支援

センター、まちづくり協議会と市が連携し、災害リスクの
高い明石川流域を中心に、個別支援計画の作成を促進する。
○個別支援計画の作成予定数 
・10校区200名程度 

 ○市内全自治会・町内会への事業及び支援制度の周知 
 ○連合まちづくり協議会、民生児童委員協議会への説明 
 ○市ホームページ等による情報提供 

〇未提供地域への避難行動要支援者名簿の提供拡大 
○福祉専門職への助成 
 ・個別支援計画の作成報酬（１計画あたり7,000円） 
・研修の受講謝礼（交通費相当500～4,500円） 

○自治会等の自主防災組織への助成 
  ・個別支援計画作成の取組助成(１計画あたり3,000円) 

・避難行動要支援者名簿を活用した防災訓練等の取組助成 
（１団体あたり20,000円） 

○作成実績 
  ・2019年度～2020年度：12件作成済み 
  ・2021年度     ：50件程度作成（見込み） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

福祉総務課 

3,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 1,700 
一般 1,300 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

59 市民ニーズに応

じた多様な福祉

避難所の確保 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  個別支援計画の作成促進の取組にあわせて、福祉避難所

の避難支援体制の構築を図るため、災害時に要配慮者の避
難先となる福祉避難所の拡充や更なる備蓄物資の確保等を
行う。 

 
【事業の内容】 
 ○新規協定締結施設の拡充 
  ・締結施設数 
   2020年度：８施設（高齢者施設・障害者施設等） 
   2021年度：23施設（高齢者施設等）（見込み） 
        うち１施設は妊産婦・乳幼児対象施設 
   2022年度：30施設（見込み） 
 ○備蓄物資（食糧・飲料水、簡易ベッド等）の拡充及び 
  妊産婦・乳幼児等に必要となる備蓄物資の選定・確保 
 〇福祉避難所指定施設標識の作成・提供 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

福祉総務課 

1,600 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,600 

60 防犯カメラのネ

ットワーク化 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  緊急事案への即時対応が可能な体制を構築するため、駅

前広場や規模の大きな公園、地下道などの市管理施設に設
置している防犯カメラについて、更新に合わせてネットワ
ーク化を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇防犯カメラのネットワーク化 
  ・ネットワーク化により、本庁舎に設置するＰＣから、

映像の即時取得や作動状況の常時確認を可能とする。 
・整備期間：2022～2026年（５年間） 
・整備台数：年20台 計100台 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

総合安全対策室 

15,400 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 15,400 
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⑤ 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

61 安全安心な水道

水の供給に向け

た水源の確保 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  安全・安心な水道水を安定して市民に供給するため、水

量・水質ともに不安定な明石川水源の代替水源として、阪
神水道企業団からの新規受水及び県営水道からの増量受水
により必要水量を確保する。 

  また、明石川河川水からの水源転換とともに、水量・水
質ともに安定している市西部の地下水を水源とする魚住浄
水場について、今後も安定した浄水処理を行うため、再整
備を実施する。 

 
【事業の内容】 
 〇2025年度からの阪神水道企業団からの新規受水に向け、

関係機関協議を継続する。 
  ＜2022年度協議内容＞ 
  ①阪神水道企業団協議 

・受水に係る協議依頼を阪神水道企業団に提示 
  ②厚生労働省協議 
  ・水源転換等に係る変更認可協議 
 〇2025年度からの阪神水道企業団からの新規受水に向け、

必要な施設整備を順次実施する。 
  ＜2022年度工事予定＞ 
  ①明石川・鳥羽浄水場連絡管布設（その１）工事 
   280,000千円 
 〇2022年度から2026年度の５年間で魚住浄水場の機械及び

電気設備の全面的な改築更新を順次実施する。 
＜2022年度工事予定＞ 

  ①魚住浄水場設備更新工事 
   880,000千円（５年総額 5,770,000千円） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

水道局 

経営担当 

工務担当 

浄水担当 

1,160,000 

 
 

国・県 0 
起 債 808,000 
その他 0 
一般 352,000 

62 吹付けアスベス

ト除去等補助制

度の創設 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  市内にある民間の既存建築物の壁や柱、天井等に吹付け

られたアスベストの飛散による市民の健康障害を予防し、
その生命及び身体の保護を図るため、アスベスト除去に必
要な支援を行う。 

 
【事業の内容】 

〇分析調査補助：アスベスト含有の有無・含有量の調査 
         費用の補助（限度額25万円） 
〇除去等工事補助：アスベストを含有している吹付け建材 

の除去、封じ込め、囲い込みに要する
費用の１/３補助（限度額200万円） 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

  

建築安全課 

4,000 

 

 

 

国・県 2,666 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,334 



43 

 

⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

63 本のまち明石の

推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  「いつでも、どこでも、だれでも」障害の有無や年齢等

に関わらず、だれもが読書を諦めず、本に親しみ、読書を
楽しむことができるよう、ハード・ソフトの両面から、読
書バリアフリー環境の整備を行うなど、「本のまちづくり」
を進める。 

 
【事業の内容】 
（主な新規事業） 
 〇読書バリアフリー環境の充実 

・西部図書館に読書バリアフリーコーナーを新設する。 
・図書館への来館が困難な方の手元に本を届けるため、
老人保健施設等（10施設）への図書の宅配を開始する。 

・音声読み上げアプリのアカウント貸出を開始する。 
 ○明石まちなか図書館の設置 

信金中央金庫からの企業版ふるさと納税を活用し、日
新信用金庫と連携した「まちなか図書館」事業を開始す
る。 
・開始時期：2022年度中 
・設置場所：日新信用金庫・医療機関等 
・内  容：店舗内に本棚と100冊程度の本を設置 

    図書館の除籍本等を定期的に補充 
 ○スマートフォン等での図書の貸出サービス 
  ・スマートフォン等の提示により本が借りられるサービ

スを開始する。 
 ○（仮称）図書館のあり方検討委員会の開催 
   今後の「本のまち明石」の取組の核となる図書館のあ

り方について検討を行う。 
（主な継続事業） 

〇学校図書館における読書バリアフリー環境整備 
  音声読み上げ器等の設置数を拡充するとともに、児
童・生徒の状況に応じた関連図書及び機器の設置を行う。 

〇移動図書館車の巡回 
２台（大型・小型）で市内79か所（医療機関、高齢者

施設や公園等）を巡回する。 
〇ブックスタート・ブックセカンドの実施 

   ４か月及び３歳６か月児健診の際に、受診対象者全員
に本の読み聞かせや絵本のプレゼントを行う。 

〇あかし保育絵本士の養成 
   幼稚園教諭・保育士・保育教諭を対象に、基礎と応用

のコース別講座等を開講する。 
 〇子どもに伝えたい「本」感動大賞の実施 
   市内学校園所の児童生徒や在住・在勤の人を対象に、

おすすめ本の「本の帯」と読書感想画「一枚の絵」を募
集する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

本のまち推進室 

青少年教育課 

399,025 

 

 

 

 

 

国・県 2,653 
起 債 0 
その他 6,294 
一般 390,078 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

64 プラネタリウム

生誕 100 周年 

プレイベント 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  「時のまち明石」を全国に発信し、明石への愛着や関心

を高めるため、プラネタリウムが誕生してから100周年とな
る2023年に向けて、長寿日本一である天文科学館のプラネ
タリウムを活用したプレイベント等を実施する。 

 
【事業の内容】 
 ○プラネタリウム生誕100周年プレイベント 
  ・熟練のプラネタリウム解説員や天文学者を迎えてプラ

ネタリウム特別投影等のイベントを開催する。 
 ○プラネタリウムのしくみ映像制作 
  ・天体の動きを厳密に再現する歴史的にも貴重な装置で

ある大型プラネタリウムの仕組みを記録・解説する映
像を製作する。 

 〇ビンテージプラネタリウム調査 
  ・全国にある貴重なプラネタリウム投影機を調査する。 

〇稼働60年を迎えたプラネタリウム投影機のオーバーホール 
 ・ドイツカールツァイスよりテクニカルエンジニア２名

を招聘し整備を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

天文科学館 

26,300 

 

 

 

国・県 0 
起 債 24,500 
その他 0 
一般 1,800 

65 地域資源を活か

した文化観光施

策の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
 市民の元気アップを創出し、まちのにぎわいづくりにつ
なげていくため，地域資源を活かした文化・芸術及び観光
施策を推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇文化国際創生財団による兵庫県芸術文化センター管弦楽

団の公演や芸術祭など、各種イベント事業の拡充実施 
 〇海のまち明石の地域資源を活かしつつ、全国豊かな海づ

くり大会（兵庫大会）に向けた機運づくりのためのプレ
イベントの実施。 

○有識者による講演会等の開催 
 〇歴史文化遺産マップの作成など、保存活用事業の充実 
 〇文化芸術にかかる計画の改訂 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

文化・スポーツ室 

豊かで安全な 

海づくり推進室 

25,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 25,000 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

66 障害者や外国人

に対する生涯学

習の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 

すべての人の学びを保障し、学習機会の充実を図るため、

障害者や外国人を対象とした生涯学習コンテンツのインタ

ーネット配信を行う。 
 

【事業の内容】 

 〇コミセン等で行われている講座やイベントを視覚・聴覚

に障害のある人や外国人などが自宅等でいつでも学ぶこ

とができるよう、字幕や音声解説を加えた学習番組（コ

ンテンツ）を作成し、インターネットで配信する。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

コミュニティ・生涯学習課 

200 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 200 

67 西明石地区活性

化に向けた取組 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】  
ＪＲ西日本との協定に基づく「駅を中心としたまちづく

り」として、旧国鉄清算事業団用地、ＪＲ西明石社宅用地
等の開発を含めたエリア全体のまちづくりについて、ＪＲ
西日本と連携しながら検討を進める。 

 
【事業の内容】  

〇西明石活性化プロジェクト協議会にて示された地域共通
の最優先課題の解決に向け、「ＪＲ西明石駅及び駅周辺の
安全性と利便性の向上」「地域交流拠点の充実」を図るた
め、ＪＲ西日本と共同で取組を進める。 
・六甲バター工場跡地について、ＪＲ西日本による改札
及び駅ビル整備と調整を図りながら、駅前広場及び駐
輪場の整備に向けた取組を行う。 

・まちづくりに必要な駅前広場及び周辺道路についての
都市計画変更、ＪＲ西明石社宅用地及び周辺の用途地
域の変更や容積率緩和等に関する手続を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

プロジェクト推進室 

22,140 

 

 

 

国・県 0 
起 債 20,000 
その他 0 
一般 2,140 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

68 市内全域の均衡

ある発展に向け

た取組 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
持続可能なまちづくりに向け、市民の安全と快適な暮ら

しを支える都市空間づくりや市内全域の均衡のとれたまち
づくりを進めるため、市内各地域の資源や特性を踏まえた
立地適正化計画の策定、具体事業の検討などの取組を進め
る。 

  
【事業の内容】 

〇立地適正化計画の策定（2022年12月策定） 
 ・市内全域の均衡ある発展に向け、各事業の推進を図る

ため、立地適正化計画の策定に取り組む。 
 ・計画期間：2023～2042年度（20年間） 
〇市内５エリアについて以下の取組を進める。 
（明石エリア） 
・市役所新庁舎整備に向けた取組を行うとともに、隣接
する明石港東外港地区について、県と連携し、市民・
県民にとって魅力あふれる施設整備に向けた検討を進
める。 

（西明石エリア） 
・ＪＲ西日本との協定に基づく「駅を中心としたまちづ
くり」の第一弾として、西明石エリアの活性化に取り
組む。  

（大久保エリア） 
・神戸西バイパスの延伸に合わせ、大久保北部エリアの
市有地についてスマートインターチェンジの設置も含
め、利活用の検討を行う。  

・ＪＴ跡地公共公益施設用地について利活用の検討を行
う。 

（魚住エリア） 
・17号池魚住みんな公園のオープンに向け、整備を進め
るとともに、完成後の施設管理・運営などの検討を行
う。 

（二見エリア） 
・既存公共施設の老朽化等を踏まえながら、地域特性や
効率化等を考慮し、幅広い世代の交流促進と利便性向
上を目指した公共施設整備について検討を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

 

プロジェクト推進室 

45,000 

 

 
 

国・県 24,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 21,000 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

69 明石市公設地方

卸売市場のあり

方の検討 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  明石市公設地方卸売市場の老朽化が進む中、加古川市公

設地方卸売市場の廃止が決定し加古川市場内の仲卸業者が
入場していることなど市場を取り巻く現状や動向、将来性
などを十分に精査するとともに今後のあり方を検討する。 

 
【事業の内容】 
 〇明石市公設地方卸売市場の再整備の実現可能性について

調査・研究を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

産業政策課 

485 

 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 485 

70 住宅リフォーム

費用助成の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  市民の良好な住宅環境の向上を図るとともに、市内産業

の活性化を図るため、市内施工業者による住宅等の省エネ
ルギー化やバリアフリー化に関する工事等経費を助成す
る。 

 
【事業の内容】 
 〇住宅リフォーム助成 
  ・対 象 者：市内在住で、住居を所有する者 
  ・対象工事：工事経費20万円以上の住宅改修・補修工事 
  ・助 成 額：工事経費の10％(上限10万円) 
  ・募 集 数：30→40人(拡充) 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

産業政策課 

4,000 

 

 

 

国・県 690 
起 債 0 
その他 0 
一般 3,310 
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⑥ にぎわいと活力が持続するまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

71 農業経営・新規就

農者への支援 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  農業者の高齢化と減少が急速に進むことが見込まれる

中、将来にわたり地域の農地利用等を担う経営者の確保を
図るとともに、農業への人材の一層の呼び込みと定着を図
るため、農業経営及び新規就農者へ支援を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇経営継承への支援 
  ・地域農業の担い手（中心経営体等）に位置付けられた

経営体等の経営を継承した後継者が、経営継承後の経
営発展に関する計画を策定し、同計画に基づく取組を
行う場合に必要となる経費を支援 上限100万円 

  ・負担割合：国50％、市50％ 
 〇経営発展への支援 
  ・認定新規就農者が機械や施設を導入した場合、県支援

分の倍額を国が支援 補助対象事業費上限1000万円 
  ・負担割合：国50％、県25％ 
 〇資金面の支援 
  ・認定新規就農者の経営開始資金として、年間150万円×

最長３年間助成 
  ・研修期間中の研修生に対して、年間150万円×最長２年

間助成 
  ・負担割合：国100％ 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

農水産課 

9,030 

 

 

 

国・県 8,530 
起 債 0 
その他 0 
一般 500 

 


